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研究成果の概要： 

（1）Matsubara(学界誌投稿中)は企業の国内生産拠点の海外への移転に伴ういわゆる「（国内産

業の）空洞化問題」を、自国への逆輸入を伴うモデルで理論分析した。主な結果として、

不況時の労働者に対する政策としてよく議論される自国の最低賃金の引き上げが、国内他

産業の賃金や企業の立地などに対する影響を通じて、必ずしも自国の労働者/消費者の利益

にならないことを示した。 

 

（2）松原（2009）は輸出入に加えていくつかの地域における企業の海外生産活動の指標（海外

現地法人雇用者数と売上高）が 1980 年からの 20 年間において日本の製造業の雇用に有意

な影響を与えたことや推定された効果が負の効果のみではなかったこと、海外生産活動の

効果は小事業所規模でより大きくなることや、1980 年代に比べて 90 年代により大きくな

ったことを実証した。 

 

（3）Choi and Matsubara (2007)は日本の都道府県県庁所在市間の品目別消費者物価指数の都

市間での収束の問題を、ショックが起きた後の収束のスピードや貿易財・非貿易財といっ

た財・サービスの性質、構造変化や都市規模、都市間距離などについて実証分析した。複

数の収束の指標でショックの半減期は 2 年以内であることや、品目間の収束スピードのば

らつきが大きいことなどを示した。 

 

（4）松原（2006）は企業の個票データを用いて、外資系企業の対日投資の立地選択について実

証分析を行った。対日投資誘致策の有効性と首都圏の優位性を示した上で、誘致策立案・

実施における当該地域の産業集積、例えば関西圏の医薬品関連産業の集積を考慮すること

の重要性を示した。 
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１．研究開始当初の背景 
（1）日本経済の空洞化問題に関して、実証
分析は先行研究がいくつかあったが、理論分
析はほとんどなかった。空洞化問題の理論分
析においても、労働者の利益は賃金のみで測
られ、消費者としての立場が考慮されたもの
はほとんどなかった。 
 
（2）日本経済の空洞化問題に関する実証分
析においては、輸出入の効果の推定が広くお
こなわれていた一方で、日本企業の海外生産
活動の効果の推定はほとんどなかった。加え
て男女別、企業規模別といった労働者の属性
を考慮した先行研究もあまり多くはなかっ
た。さらに輸出入の雇用への効果については
「輸出はプラス、輸入はマイナス」という前
提で推定が行われ、国内生産と海外生産の間
の補完関係などはほとんど考慮されていな
かったことに加え、世界全体の輸出入の効果
を見たものがほとんどであり、国・地域別輸
出入の効果を推計したものはほとんどなか
った。 
 
（3）日本の都道府県県庁所在市間の品目別
消費者物価指数の都市間の収束の問題につ
いて、細かい品目で長期間にわたるデータで
の実証分析、実証分析における様々な収束の
指標の推定や構造変化の推定、収束の要因分
析といった包括的な分析はあまりおこなわ
れていなかった。 
 
（4）対日直接投資に関する実証分析におい
て、地域間の比較や誘致策の効果を企業の個
票データを用いて行ったものはほとんどな
かった。 
 
２．研究の目的 
（1）日本経済の空洞化問題を企業のみの視
点ではなく、潜在的な企業の雇用者である消
費者の視点も取り入れて理論分析を行う。消
費者の視点には企業から支払われる賃金の
問題、つまり雇用の問題と共に、企業の製品
をより安く買いたいという問題の両方を含
む。 
 
（2）日本経済の空洞化問題に関する実証分
析において、輸出入の製造業での雇用に対す
る効果に加えて、日本企業の海外生産活動の
効果の推定も行う。雇用のデータについては
男女別、事業所規模別（雇用者数 30 人以上

の事業所と 30 人未満の事業所）に効果の推
計を行う。 
 
（3）目的（1）（2）の背景の一つである日本
経済の構造変化や都市間の格差等の問題に
ついて、品目別・都市別消費者物価指数の都
市間の収束を見ることにより実証分析を行
う。 
 
（4）日本企業の海外生産活動の拡大以外の
日本経済国際化の問題として対日直接投資
の問題を取り上げ、外資誘致策の効果や地域
経済の性質との関連などについて実証分析
を行う。 
 
３．研究の方法 
（1）Horstmann and Markusen (1992 Journal 
of International Economics)のモデルを拡
張し、企業の立地選択の問題（自国で生産・
販売を行うか、外国で生産の場合は自国に製
品を逆輸入）と、自国消費者の自国企業への
労働供給の問題を、自国に 2 産業（立地選択
をする独占企業の産業と完全競争の産業）が
存在するモデルで同時に論じ、均衡における
立地選択と賃金を導出する。そして自国企業
の海外直接投資（FDI）の固定費用の減尐で
あらわされる外国の投資自由化の効果と、自
国の競争産業の賃金の増加であらわされる
最低賃金増加の効果に関する政策的含意を
導出する。 
 
（ 2）工業統計表や Jip データベース
（ http://www.rieti.go.jp/jp/database/d0
4.html）等のデータを活用し、日本の製造業
の雇用者数（男女別、事業所規模別、1980 年
から 2000 年）の 5 年ごとの変化率を、賃金
の変化率および国別輸出額・輸入額の変化率、
そして地域別海外生産活動指標の水準（海外
現地法人雇用者数及び売上高、2 カ年）に回
帰する。 
 
（3）1970 年から 2002 年までの日本の都道府
県県庁所在市別・品目別の消費者物価指数の
時系列データを用いて自動回帰（AR）モデル
を推定し、様々な収束の指標の推定を行う。
この他、都市間の収束スピードのばらつきに
関する構造変化の特定や、ばらつきへの都市
間距離および都市の人口の効果の推定を行
う。 
 



（4）1990 年代からの 10 数年間に日本に進出
した外資系企業による立地選択の要因分析
を、企業活動基本調査の個票データを用いて
行う。立地に関して首都圏かそれ以外かとい
う二者択一の意思決定モデルを推定するこ
とにより、外資系企業の企業属性や地域属性、
そして誘致策の多寡といったさまざまな要
因の影響を調べる。 
 
４．研究成果 
（1）①均衡国内賃金が低い場合、自国企業
が消費者の労働供給拒否により、「非自発的」
に生産拠点を海外に移転する場合が理論的
にはありうる。 
②FDI の固定費用の減尐であらわされる外国
の投資自由化は自国企業と消費者両方に利
益になることがあるが、最低賃金増加の効果
は必ずしも消費者の利益になるとは限らな
い。 
 
（2）①輸出額・輸入額の変化率は、正の効
果・負の効果両方がそれぞれいくつかの国・
地域について見られる。 
② 海外生産活動の指標は従業員 30人以上の
事業所については NIEs4 カ国・地域に関して
は有意な正の効果、ASEAN4 カ国については有
意な負の効果を持つ。 
③海外生産活動の指標は従業員 30 人未満の
事業所については NIEs4 カ国・地域、ASEAN4
カ国に加えて中国が有意な負の効果を持つ。
1980 年代後半以降について、経済国際化の指
標は従業員 30 人未満の事業所については大
きな効果を持つ。 
 
（3）①どの収束指標でもショックからの半
減期は 2 年以内であり、価格硬直性を仮定す
る経済モデルと整合的である。 
②貿易財と非貿易財間の収束スピードの格
差だけでなく、貿易財、非貿易財それぞれの
カテゴリーの中でも、収束スピードには品目
間でばらつきがある。 
③1985 年に構造変化があったと推定される。
このころ大規模小売店舗の拡大等、日本の流
通システムに大きな変化があったことが背
景とみられる。 
④財・サービス間での収束スピードのばらつ
きには結果③との関連で財の貿易可能度や
市場構造の効果が推測される一方で、都市間
距離および都市の人口の効果がある程度観
察される。 
 
（4）①首都圏は他地域と比べた相対的な経
済規模の優位から多くの外資系企業を集め
ている。 
②医薬品関連産業は首都圏以外に立地する
傾向がある。 
③対日投資誘致策の多寡が首都圏以外への

立地に影響を与えており、結果 2と並んで関
西圏の対日投資誘致策の効果を裏付けてい
る。 
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